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経済

環境

事業者名 九州日誠電氣株式会社

私たちは、良き企業市民として企業の社会的責任を認識し、
地球環境保全と企業活動との持続的調和を図り、
人と地球の未来に対し積極的貢献を果たします。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面
（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

今後、事業活動増大後も工場稼働の最適化、付帯
設備の高効率化等、省エネルギー活動を推進し、
ＣＯ２排出量をMin化する

地域貢献活動への積極的参加

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組み」と「指標」をその
まま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

従業員と会社が一体となって信頼関係を維持し、常に働きやすい職場環境を目指すとともに、お客様、取引先、地域社会、
行政、株主などステークホルダーとの良好な関係を築き、ともに発展していく為の努力を続ける。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

省エネルギー活動を推進し、
ＣＯ２排出量を低減させる

CO2排出量年間 ▲１％以上削減
(2024年度目標：1098t以下)
(2021年度CO2排出係数で継続適用)

ワークライフバランスの推進

社会

経済

環境

社会

経済 ８６％以上

・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に該当する場合は、
それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数値および更新時（3年後）
の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確認ください。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

地域貢献活動への参加率（延参加人員比率）/年
年間３％以上の継続

前期の指標に対する実績

地域貢献活動への積極的参加

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

・実施施策：地域道路清掃、町道草刈り、地域イベント参加、献血協
力、地元懇談会開催、地域要望への協力等
・達成状況：3年間全て達成

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a ・有給休暇申請の簡易化、年2日の計画付与、取得状況の確認と
未取得者への取得推奨指導等
・達成状況：3年間全て達成

2022年度：95.0%
2023年度：90.0%
2024年度：86.0%

a ・実施施策：空調設定最適化、ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀｰ変更、照明LED化、ﾌﾛｱ遮
熱化/気密性改善、断熱窓化、太陽光パネル設置等
・達成状況：事業拡大によりエネルギー使用量増の為未達成

項目 地域貢献活動参加率（延参加人比率）/年

三側面
（分野に☑）

現状（2024年） 更新時（3年後）

ワークライフバランスの推進 現状（2024年） 更新時（3年後）

2022年度：1,116t
2023年度：1,152t
2024年度：1,129t
(2021年度CO2排出係数で継続適用)

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

86%

前期の指標に対する実績

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

有給休暇取得率
７０％以上

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

2022年度：9.0%
2023年度：5.5%
2024年度：5.7%

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 CO2排出量/年

現状（2024年） 更新時（3年後）

１２３０ｔ(2024年度CO2排
出係数適用値)
(参考 1129ｔ:2021年度
CO2排出係数適用値)

５．７％ ６％以上

項目 有給休暇取得率/年

事業拡大予定の中
2013年度比46％減の１３７７ｔ
以下（日本政府2030年目標ｶｰﾎﾞﾝ
ﾆｭｰﾄﾗﾙ宣言と同値）


